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『ドイツ刑法典』翻訳補遺（２）（岡上）
１．概観
　本稿は、法務省大臣官房司法法制部編
『ドイツ刑法典』（２００６年）の補遺であり、
昨年公刊した補遺（１）（筑波法政第４５号
（２００８年）１６３頁以下）に続くものである。
補遺（１）では、２００８年３月までの改正を
収録したが、本稿は、２００９年７月現在の正
文の翻訳である。したがって、２００８年４月
以降、本稿の脱稿時すなわち２００９年７月ま
でに入手しえた情報を反映したが、２００９年
７月の正文であるから、対象期間中に改正
法が可決されたとしても、未施行のもの
は、訳文には反映されず、逆に、対象期間
外に成立した法律でも、同期間内に施行さ
れたものは、今回の翻訳に入れてある。後
掲の一覧の冒頭にある襖身分法改正法は、
２００７年の法律であるが、ここに取り上げて
あるのは、そのような理由による。
　記述の方針は、補遺（１）と基本的に同
一であるが、表記上の留意事項として、以
下の事柄をルールとした。改正に関係する
条文全体を訳すのではなく、改正された
「項」・「文（段）」のみを訳すのを原則とし
たが、「号」については、変更のない「号」
は省略する一方、意味が通じるように、改
正された「号」を含む前後の文も訳出し
た。ただし、改正として扱われている以上
は、単に条文番号が変わったに過ぎないな
ど、実質的な改正といえないものも含め、
すべて訳出した。
　対象期間中、刑法典に関係する改正は、
以下の５つの法律による。
　襖 ２００７年２月１９日の「身分法改正法（Ge-
setz zur Reform des Perosonenstandsrechts, 
BGBlⅠ ２００７, １２２）」２００９年１月１日施行
　身分法改正法は、２００６年１１月９日に連邦
議会で可決され、同年１２月１５日に連邦参議
院の承認を経たものであり、身分法改正に
ついての概観は、本稿では行わないが、改
正の重点の１つは、戸籍簿の電子化であ
る。紙媒体を示すPerosnalstandsbuchに代
えて、Personalregisterが用いられることと
なった。これに伴い、刑法典では第１６９条の
みが改正されることとなった。翻訳では、
本条も訳出してあるが、日本語の「戸籍簿」
の用語について、確かに元来「簿」の語は
「帳面」を意味し、これは紙を綴じたものを
指すが、わが国では、現在電子化されたも
のも「戸籍簿」と呼称されていることから、
翻訳語は同一でもよいと考えた。したがっ
て、訳文は、『ドイツ刑法典』と同一とすべ
きところだが、見出し語および表現を、現
在の時点でより適切だと思われる語に訳し
直した。
　鴬 ２００８年４月８日の「第８次税理法改正
法律（Gesetz zur Änderung des Steuerbera-
tungsgesetz, BGBl Ⅰ ２００８, ６６６）１」２００８年４ 
月１２日施行
　本法により、税理士にも職業上知りえた
９５
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１ 刑法典では、第２０３条第１項第６号（改正）が本法により変更された。
秘密についての守秘義務が課せられ、これ
に違反した場合は「私的秘密の侵害罪
（２０３条）」で処罰されることとなった。
　鴎 ２００８年８月１３日の「資金洗浄及びテロ
リズムへの資金提供対策を補充するための
法律（Gesetz zur Ergänzung der Bekämp-
fung der Geldwäsche und der Terorismus- 
finanzierung, BGBl Ⅰ ２００８, １６９０）２」２００８
年８月２１日施行
　本法は、２つの欧州共同体指令、すなわ
ち、２００５年１０月２６日の「資金洗浄およびテ
ロリズムへの資金提供の目的で金融システ
ムを利用することを防止するための欧州議
会および理事会の指令（２００５/６０/EG）」およ
び２００６年８月１日の「『政治的危険にさらさ
れた者』の概念規定及び簡素化された注意
義務の技術的基準の確定に関し、並びに、
時折又は限定された範囲のみでの金融業が
行われる場合の救済のための欧州議会およ
び理事会の指令（２００５/６０/EG）についての施
行規則を含む委員会の指令（２００６/７０/EG）」
の基準に従い、国内法を整備したものであ
る。
　黄 ２００８年１０月３１日の「子供の性的搾取
およびチャイルドポルノ対策のための欧州
連合理事会の枠組決定を移し変えるための
法 律（Gesetz zur Umsetzung des Rahmen-
beschlusses des Rates der Europäischen 
Union zur Bekämpfung der sexuelen Aus-
beutung von Kindern und der Kinderporno- 
graphie, BGBl  Ⅰ ２００８, ２１４９）３」２００８年１１
月５日施行
　２００３年１２月２２日、欧州連合（以下、EU
と略称する）評議会は、子供の性的虐待及
びチャイルドポルノへの対策に関する枠組
決定を採択した。本法は、これに対応する
ドイツ国内法の整備規定である４。
　ドイツ刑法典によれば、子供（Kind）は
１４歳未満の者と定義され（第１７６条第１
項）、標記の分野で、これらの者に対する
保護は、EUの求めに対応したものとなっ
ているが、EU枠組決定では、子供を１８歳
未満の者と定義しており、ドイツ刑法典で
はこれらの者を青少年（Jugendliche）と呼
び、１４歳未満の子供とは保護のあり方を異
にしていた。そこで、本法は、１４歳以上１８
歳未満の者についての保護を枠組決定の要
求にかなうものとすべく、この領域におけ
るこれらの者に対する刑法的保護に関する
改正を行った。さらに、頒布その他が禁止
されるポルノ文書の定義が変更された。
　岡 ２００８年６月２９日の「第２４次刑法典改正
法律（Gesetz zur Änderung des Strafge-
setzbuches – Anhebung der Höchstgrenze des 
Tagessates bei Geldstrafen, BGBlⅠ ２００９, 
１６５８）５」２００９年７月４日施行
　本法は、総則上、罰金額を引き上げたも
のである。ドイツでは、わが国のような定
額罰金制とは異なり、日数罰金制（Tages-
satz）を採用し、法律上別段の定めがある
９６
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２ 刑法典では、第２６１条第１項第２文第４号a（改正）及び第７項第３文（旧第３文と第４文を統合）
が本法により変更された。
３ 刑法典では、第６条第６号（改正）、第１５３条第１項（項数表示の削除）第２項（削除）、第１６２条
（新規）、第１６３条（削除）、第１７６条第４項第２号（改正）、第１８２条第１項（改正）、第２項（新規）、
第３項（項数表記変更）、第４項（新規）、第５項（項数表記変更）、第６項（項数表記変更）、第１８３
条第４項第２号（改正）、第１８４条b第１項（改正）、第１８４条c（新規）、第１８４条d（条文数変更）、第
１文（改正）、第１８４条e（条文数表記変更）、第１８４条f（条文数表記変更）、第２３６条第２項第２文（新
規）が本法により変更された。
４ 以下については、Hörnle, Die Umsetzung des Rahmenbeschlusses zur Bekämpfung der sexuelen Aus-
beutung von Kindern und der Kinderpornographie, NJW ２００８, S. ３５２１ f.; Sinn, Die Einbeziehung der 
internationalen Rechtspflege in den Anwendungsbereich der Aussagedelikte, NJW ２００８, S. ３５２６ f.を参照
した。
５ 刑法典では、第４０条第２項第３文（改正）が本法により変更された。
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場合を除き、各則上は罰金額を原則的に記
載していない。裁判所は、犯罪の重さに応
じて罰金の日数を決め、行為者の資力等を
考慮して１日あたりの罰金額を決めるので
あるが、総則規定（第４０条以下）で、その
日数は、原則として５日以上３６０日以下と
され、改正前は日額が５， ０００ユーロ（最近
の為替レートを１ユーロ＝１３５円として計
算すると、６７万５， ０００円）であり、そこか
ら、罰金の最高額は、１８０万ユーロ（２億
４， ３００万円）であったが、本改正によって、
罰金の日額が引き上げられ、３万ユーロと
なった（日数は据え置かれた）。したがっ
て、今後、最高額は、１， ０８０万ユーロ（１４
億５， ８００万円）となる。
　連邦司法省HPによれば、政府提出法案
による本改正の目的は、高額収入者が、通
常人と同様の負担を負うこと（Belaes-
tungsgleichheit）で、将来に渡り、正義が
欠如すること（Gerechtigkeitsdefizit）がな
くなるように配慮したものである。
２．改正後の法文
第６条（国際的に保護される法益に対する
国外犯）〔第６号を改正（黄法律）〕
　ドイツ刑法は、更に、行為地法にはかか
わりなく、国外で行われた次の行為に効力
をもつ。
（第１号から第５号　略）
　６　第１８４条a、第１８４条b第１項から第３
項及び第１８４条c第１項から第３項並びに第
１８４条d第１文が併せて適用されるこれらの
条項の場合におけるポルノ文書の頒布
（第７号から第９号　略）
――罰金刑――
第４０条（日数罰金での科刑）〔第２項第３
文を改正（岡法律）〕
②（第１文・第２文　略）１日分の額は、
１ユーロ以上３万ユーロ以下とする。
第１５３条（虚偽の非宣誓陳述）〔第２項を削
除。それに伴い、第１項を表示する項数表
示（原文では（１））を削除（黄法律）〕
　法廷で又は証人若しくは鑑定人の宣誓尋
問を管轄するその他の官署で、証人又は鑑
定人として、虚偽の宣誓陳述を行った者
は、３月以上５年以下の自由刑に処する。
第１６１条（過失による虚偽の宣誓、過失に
よる虚偽の宣誓代替保証）〔旧第１６３条（黄
法律）〕
① 第１５４条から第１５６条に掲げる行為が、
過失により行われたときは、１年以上の自
由刑又は罰金に処する。
② 行為者が虚偽の陳述を適切な時期に訂
正したときは、罰せられない。第１５８条第
２項及び第３項の規定が準用される。
第１６２条（国際裁判所；国内調査委員会）
〔新規定（黄法律）〕
① 第１５３条から第１６１条までは、ドイツ連
邦共和国にとって拘束力ある法文書によっ
て設置された国際裁判所での手続における
虚偽の陳述にも適用されるものとする。
② 第１５３条及び第１５７条から第１６０条まで
は、虚偽の非宣誓陳述に関連する限りで、
連邦又は州の立法機関の調査委員会での虚
偽の陳述にも適用されるものとする。
第１６３条〔第１６１条に移動したことにより削
除（黄法律）〕
第１６９条（戸籍身分の偽装）〔第１項を改正
（襖法律）〕
① 子をすり替え、又は、戸籍簿の管理若
しくは身分の確定を管轄する官庁に対し
て、他の者の身分を偽って申告し若しくは
隠蔽した者は、２年以下の自由刑又は罰金
９７
に処する。
第１７６条（子供に対する性的虐待）〔第４項
第２号（改正）〕（黄法律）
④ （第１号　略）
　２　行為が第１項若しくは第２項で罰せ
られる限りで、子供が性行為を行うように
させた者
（第３号・第４号　略）
は、３月以上５年以下の自由刑に処する。
第１８２条（青少年に対する性的虐待）〔第１
項改正、第２項新規、第３項＝旧第２項、
第４項新規、第５項＝旧第３項、第６項＝
旧第４項（黄法律）〕
① １８歳未満の者を、強制状態に乗じて、
　１　この者に対して性行為を行い若しく
は自己に対してこの者に性行為を行わせ、
又は
　２　この者が第三者に対して性行為を行
うように若しくはこの者に対して第三者に
性行為を行わせるようにさせる
ことにより虐待した者は、５年以下の自由
刑又は罰金に処する。
② １８歳未満の者を、対価と引き換えに、
この者に対して性行為を行い若しくは自己
に対してこの者に性行為を行わせることに
より虐待した１８歳を超える者は、前項と同
一の刑に処する。
③ １６歳未満の者を、
　１　この者に対して性行為を行い若しく
は自己に対してこの者に性行為を行わせ、
又は
　２　この者が第三者に対して性行為を行
うように若しくはこの者に対して第三者に
性行為を行わせるようにさせる
ことにより虐待し、その際に、被害者の性
的自己決定能力の不足を利用した２１歳を超
える者は、３年以上の自由刑又は罰金に処
する。
④ 本罪の未遂は罰せられる。
⑤ 第３項の場合に、行為は告訴に基づい
てのみ訴追されるが、ただし、刑事訴追に
ついて特別な公の利益があるために、刑事
訴追機関が職権による介入を必要と考える
ときは、この限りではない。
⑥ 第１項から第３項の場合に、行為の対
象となった者の態度に鑑み、行為の不法が
軽微なときは、裁判所は、これらの規定に
定める刑を免除することができる。
第１８３条（露出症行為）〔第４項第２号を改
正（黄法律）〕
④ 第３項は、男子又は女子が、露出症行
為を理由として、
　（第１号　略）
　２　第１７４条第２項第１号若しくは第１７６
条第４項第１号
により処罰されるときにも妥当する。
第１８４条b（チャイルドポルノ文書の頒布、
獲得及び所持）〔第１項を改正（黄法律）〕
① 子供（第１７６条第１項）による、子供に
対する、若しくは、子供の前での性行為を
対象とするポルノ文書（第１１条第３項）
（チャイルドポルノ文書）を、
　１　頒布し、
　２　公然と展示し、掲示し、閲覧させ若
しくはその他目に触れ得る状態にし、又は
　３　チャイルドポルノ文書若しくはそれ
から得られた一部を、第１号若しくは第２
号の意味において利用するため若しくは他
の者の利用を可能にするために、作成し、
調達し、交付し、保管し、提供し、宣伝
し、推奨し、若しくは、輸入若しくは輸出
を企行した
者は、３月以上５年以下の自由刑に処す
る。
９８
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第１８４条c（青少年ポルノ文書の頒布、獲
得及び所持）〔新規（黄法律）〕
① １４歳以上１８歳未満の者による、これら
の者に対する、若しくは、これらの者の前
での性行為を対象とするポルノ文書（第１１
条第３項）（青少年ポルノ文書）を、
　１　頒布し、
　２　公然と展示し、掲示し、閲覧させ若
しくはその他目に触れ得る状態にし、又は
　３　青少年ポルノ文書若しくはそれから
得られた一部を、第１号若しくは第２号の
意味において利用するため若しくは他の者
の利用を可能にするために、作成し、調達
し、交付し、保管し、提供し、宣伝し、推
奨し、若しくは、輸入若しくは輸出を企行
した
者は、３年以下の自由刑又は罰金に処す
る。
② 他の者が、現実の若しくは事実類似の
事象を再現する青少年ポルノ文書を所持す
るよう調達を企行した者は、前項と同一の
刑に処する。
③ 第１項及び第２項の場合に、行為者が、
業として又はこれらの行為を継続的に行う
ために結成された集団の構成員として行為
を行い、青少年ポルノ文書が現実の若しく
は事実類似の事象を再現したときは、３月
以上５年以下の自由刑を言い渡すものとす
る。
④ 自己が、現実の事象を再現する青少年
ポルノ文書を所持するよう調達を企行した
者、又は、そのような文書を所持した者
は、１年以下の自由刑又は罰金に処する。
第１文は、前文の青少年ポルノ文書に関し
て、描写された者の承諾を得て１８歳未満で
作成した者の行為には適用されないものと
する。
⑤ 第１８４条b第５項及び第６項が準用され
る。
第１８４条d（放送、メディア又は遠隔的
サービスによるポルノ表現の頒布）〔旧第
１８４条c、第１文を改正（黄法律）〕
　放送、メディア又は遠隔的サービスによ
りポルノ表現を頒布した者も、第１８４条か
ら第１８４条cにより罰せられる。第１８４条第
１項の場合に、メディア又は遠隔的サービ
スによる頒布において、技術的又はその他
の予防措置により、１８歳未満の者がポルノ
表現に接近し得ないよう確保したときは、
第１文は適用されないものとする。
第１８４条e（禁止された売春の営業）〔旧第
１８４条d（黄法律）〕
　法規命令によって発せられた、特定の場
所でおよそ又は特定の日時に売春に従事す
ることの禁止に頑なに違反した者は、６月
以下の自由刑又は１８０日以下の罰金に処す
る。
第１８４条f（青少年を危険にさらす売春）
〔旧第１８４条e（黄法律）〕
　１　学校若しくは１８歳未満の者が訪れる
ための場所の近くにおいて、又は
　２　１８歳未満の者が居住する住居におい
て
１８歳未満の者を倫理的に危険にさらす態様
で売春に従事した者は、１年以下の自由刑
又は罰金に処する。
第１８４条g（概念規定）〔旧第１８４条f（黄法
律）〕
　この法律の意味において
　１　性行為とは、
　各保護法益に関して、一定の重大性
をもった性行為のみをいい
　２　他の者の前での性行為とは、
　事象を知覚する他の者の前で行われ
る性行為のみをいう。
９９
第２０３条（私的秘密の侵害）〔第１項第６号
を改正（鴬法律）
①（第１号から第５号　略）
　６　民間の健康保険、災害保険若しくは
生命保険の企業、若しくは、民間医師、税
理士若しくは弁護士の報酬精算所に属する
者
としてその者にゆだねられ又はその他の方
法で知らされた、他の者の秘密、とくに私
的な生活領域に属する秘密、又は、営業上
若しくは業務上の秘密を権限なく漏示した
者は、１年以下の自由刑又は罰金に処する。
第２３６条（子供の売買）〔第２項第２文改正
（黄法律）〕
②（第１文　略）１８歳未満の者の養子縁組
の仲介者として、養子縁組に必要な同意を
付与することについて、ある者に報酬を与
えた者は、前項と同一の刑に処する。
（第３文　略）
第２６１条（資金の洗浄、不法に獲得された
財産的価値の隠蔽）〔第１項第２文第４号
aを改正、第７項第３文第４文（鴎法律）
① 第１文の意味における違法な行為とは、
（第１号から第３号　略）
　４　a）第１５２条 a、第１８１条 a、第２３２条 第
１項及び第２項、第２３３条第１項及び第２
項、  第２３３条 a、  第２４２条、第２４６条、第２５３条、 
第２５９条、第２６３条 か ら 第２６４条、第２６６条、
第２６７条、 第２６９条、 第２７１条、 第２８４条、 第３２６ 
条第１項、第２項及び第４項、第３２８条第１
項、第２項及び第４項、及び、第３４８条
　（b）　略）
に定める軽罪
（第５号　略）
をいう。
（第２項から第６項　略）
⑦ （第１文・第２文　略）
　行為者が、業として又は資金の洗浄を継
続的に行うために結成された集団構成員と
して行為をしたときは、第７３条dを適用す
るものとする。
（人文社会科学研究科准教授）
１００
筑波法政第４７号（２００９）
